
　わが国では、少子化の加速に歯止めがかからず、実効あ
る子育て支援の必要に迫られています。政府は世界一と
称される育児休業制度を整えてきましたが、男性の取得
率は低位にとどまっています。また一部の企業では、依
然として子育て環境が十分に整っておらず、雇用慣行の
男女平等も達成されていないため、主に女性が家事・育児
を担う状況に変化はみられません。
　本シンポジウムでは、こうした問題意識を出発点に、
若い世代の子育て環境を支える企業・社会のあるべき姿に
ついて議論してまいります。

2023年11月28日
15：00-17：30 （開場 14：30）
【会場＋YouTube】同時開催
(1) 会場　経団連会館 ダイアモンドルーム
 (〒100-0004 東京都千代田区大手町１丁目３-２)

(2)  YouTube 配信

下記URL・QRコードよりお申込み下さい。
https://www.jri.co.jp/seminar/231128_615/detail/

会場参加につきましては、
応募多数の場合、抽選になります。
詳細はお申込みページをご確認ください。
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火

株式会社日本総合研究所　調査部　シンポジウム事務局
E-mail 100790-sympo01@ml.jri.co.jp

子育て環境
整備に向けた企業の使命
～雇用におけるジェンダー格差の抑制が不可欠～

株式会社日本総合研究所主催シンポジウム

お問い合わせ



プログラム

谷崎 勝教 株式会社日本総合研究所 代表取締役社長開会挨拶

クロージング

第一部

第二部

問題提起 (1)「男女の就労データから見る有効な企業の子育て支援」
井上 恵理菜 調査部 副主任研究員

問題提起 (2)「就労のジェンダー平等と子育て環境整備のあるべき姿」　　　　　
藤波 匠 調査部 上席主任研究員
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1971年東京大学教養学部卒業、同年労働省入省。2001年
厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、2003年同省退官。
2003年資生堂入社、2008～2012年同社代表取締役副社長。
２１世紀職業財団会長、キリンホールディングス社外取締役、
日本航空社外取締役、男女共同参画会議等政府審議会委員、
東京都監査委員、津田塾大学理事、東京大学経営協議会委
員等を歴任。

1997年オックスフォード大学社会学D.Phil. 、社会学博士。
2010年より現職。2019年東京大学理事・副学長、内閣府男
女共同参画会議議員、2023年Ｇ7ジェンダー平等アドバイザ
リー評議会議長などを歴任。専門は社会階層論、人口社会学。
主な研究テーマは人口高齢化と階層格差。著書：『シリーズ　
少子高齢社会の階層構造 1～3』（監修、東京大学出版会、
2021年）。

2001年慶應義塾大学経済学部卒業。2005年フジワラテクノ
アート入社。2007年同大大学院経営管理研究科修了。フジ
ワラテクノアートは醸造食品、一般食品を生産する機械・プラ
ントを手掛けるメーカー。2022年4月に経団連加入、日本DX
大賞（2022年 中小規模法人部門）、DXセレクショングランプ
リ（2023年）、日本でいちばん大切にしたい会社大賞審査委
員会特別賞（2023年）を受賞。
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1992年東京農工大学農学研究科修了。同年（株）東芝入社。
1999年（株）さくら総合研究所（現（株）日本総合研究所）。
2003年、山梨総合研究所出向。研究・専門分野：地方政策・
人口問題。著書： 『なぜ少子化は止められないのか－日経プ
レミアシリーズ 』（日経BP、2023年）等。

2011年慶應義塾大学経済学部卒業。同年（株）日本総合研
究所入社。2015年、日本経済研究センター出向。研究・専門
分野：雇用を中心としたマクロ経済、雇用・子育て政策。著書： 
『本当にわかる世界経済』（日本実業出版社、2019年）。

1982年慶應義塾大学経済学部卒業、1984年同大大学院経
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